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水稲栽培における固定式タイン型除草機の除草効果
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要約：水稲の有機栽培では，雑草対策が最も重要な課題であり，様々な除草方法が試みら

れているが，安定的に抑草に成功している事例が少なく，技術開発が求められている。除

草機による機械除草は比較的効果が安定していることから，注目を集めているが，本試験

では，乗用作業が可能で，株間の除草効果も期待できることから，北海道の畑作を中心に

普及している，固定式タイン型除草機を用いた水田雑草防除について検討を行った。機械

除草だけでは十分な除草効果を得ることは難しいが， 2回代かきと深水管理を組み合わせ

ることで除草効果が高まった。収星は，水稲の生育初期から除草することと深水管理の影

響により，分げつの発生が抑制され，穂数が滅少したため，慣行栽培より約5％減少した。

経費は慣行栽培より多く必要と試算されたが，アタッチメントのみを購人した場合は，

6.4ha以上の利用で慣行栽培より低くなった。
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はじめに

有機栽培農産物は化学合成農薬や化学肥料を使ってお

らず，より安全•安心なイメージがあり，消費者の関心

が高まってきている。しかしながら，岩手県では，有機

栽培は水稲を中心に取り組まれているものの，主に雑草

害のために，収量が低く，栽培農家数，面積ともに限ら

れている。

水稲の有機栽培では様々な除草方法が試みられている

が，安定的に抑草に成功している事例が少なく，最終的

に手取り除草に頼らざるを得ない場合が多い。

このような中で，比較的除草効果が安定していること

から，機械除草が注目されており，歩行型中耕除草機が

広く普及している。しかし，歩行型中耕除草機は，除草

効果が条間に限定され，株間の雑草が多く残るとともに，

水田内を歩行しながら除草することから，労力がかかり，

広い面積をこなすことができないという大きな課題があ

る。

そこで，乗用作業が可能で，株間の除草効果が期待で

きることから北海道の畑作を中心に普及している固定式

タイン型除草機に注目し，その水稲栽培における除草効

果について検討した。

材料および方法

(1) 除草機の選定

本試験には，以下の点を考慮して，固定式タイン型除

草機 (M社製水田除草機LVW-6)を供試した（第1図）。

本機種は，「田車」が条間の土を撹拌し，雑草を埋め込

むことで，条間を除草し，「固定式タイン」が株間の土

を軽く撹拌し，雑隼を浮き上がらせることで，株間を除

草する。また，除草部分に動力を用いておらず，除草機

が走行することによって，除草機構が作用する。

機種選定のポイントは，第 1に株間の除草が可能であ

ることである。現在普及している歩行型の中耕除草機は

除雄効果が条間に限定されており，株間の雑草は手取り

に頼らざるを得ない。

第2には，乗用作業が可能であることである。有機栽

培でも労力のかからない方法を選択することが経営面積

の拡大につながる。このことから，歩行型と乗用型を比
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較した場合，乗用型の機種が有利であると考えた。

第3には，水稲への影響が小さいことである。近年，

様々な方式の除草機が開発されており，株間の除草を効

率よく行うことのできる機種も開発されているが，動力

を用いた除草では，機種によっては除草部分に稲を巻き

込むことがあり，大きな損傷を与えてしまう場合がある。

今回供試した固定式タイン型除草機は除草部分に動力を

用いていないことから除草部分に稲を巻き込むことが少

なく，損傷が小さいと考えた。

(2) 圃場試験

試験は2006年～2008年の3年間，岩手県農業研究セン

ター内水田で実施した。除草の影響のみに注目するため，

施肥は化学肥料を用い，病害虫防除は農薬を用いた通常

の防除を行った。

各年次の作業体系を第 1表に示した。 2006年は移植9

日後に 1回目，その後8~ 11日間隔で3回，計4回の除

草を行った。深水管理などの耕種的除草は行っていない。

2007年は，尾形ら (2004)の知見をもとに，荒代から植

代の間隔を 14日とし，また，中干しまでの期間は水深

!Ocm程度の深水で管理することで，総合的な除草効果

第 1図 M社製固定式タイン型除草機

を評価した。 機械除草は移植8日後に 1回目，その後 10

日間隔で3回，計4回行った。

2008年は，2007年と同様の圃場準備，水管理を行い，

機械除草は移植後 10日後に 1回目，その後約 10日間隔

で2回，計3回行った。

残草量については，直進作業部分の水口付近，圃場中

央，水尻付近の3ヶ所からサンプルを採取し， 草種毎の

発生個体数・乾物重を測定した。除草効果の判定は，水

稲関係除草剤試験実施基準（闘植物調節剤研究協会

2004) に従い，残草乾物重無処理区対比0~ 10％を 「極

大」，II~20％を 「大」，21~40％を「中」，41~60％を

「小」とした。

同一栽培条件で機械除草を行わず，除草剤を使用した

別の圃場を慣行区として， 水稲の草丈 ・茎数，成熟期の

秤長 ・穂長 ・穂数，収量を調査 ・比較し，機械除草が水

稲の生育に与える影響を調査した。

欠株率は，枕地2ヶ所および直進作業部分3ヶ所のそ

れぞれ6条X5mについて測定した。

作業能率は，作業工程毎に作業時間を実測し，算出し

た。

作業可能面積は，実測で得られた作業能率をもとに算

出した。 1日の作業時間は8時間圃場間の移動等を考

慮し，圃場内で作業を行う実作業率を 80％と仮定した。

第 1表機械除草の作業体系

作業 2006年 2007年 2008年

荒代 5月 8日 5月 2日 5月 2日

植代 5月16日 5月17日 5月17日

田植え 5月22日 5月21日 5月20日

機械除草 (l回目） 5月31日 5月29日 5月30日

＂ (2回目） 6月 8日 6月 8日 6月 9日

” (3回目） 6月］9日 6月18日 6月17日

＂ (4回目） 6月29日 6月26日

第2表 固定式タイン型除草機の除草効果

調査 調査日
ノビエ ホタルイ類 コナギ その他 合計

年次 （月1日）
区名 乾物重 比 乾物璽 比 乾物重 比 乾物重 比 乾物菫 比

(g/1n) （％） (g/rri) （％） (g/m') （％） (g/n-f) （％） (g/mり （％） 

機械除草区 69.6 22.9 0.5 12.8 10.4 131.9 80.4 26.1 
2006 10/2 

無処理区 303.6 3.6 79 308.7 

機械除草区 11.2 176.0 29.8 42.5 0.3 22 89 3.5 49.9 15.l 
2007 9/ 10 

無処理区 6.3 70.2 11.5 253 7 330.2 

機械除草区 0.6 2.7 1.8 11.9 0.1 6.5 1.2 11.9 3.6 7.4 
7/2 

無処理区 20.8 15.1 1.2 12.5 48.3 
2008 

機械除草区 5.5 3.3 7.2 8.5 1.5 12.8 6.4 15.2 19 0 6.5 
9 I 12 

無処理区 166.9 84.2 11.6 42.0 293.1 

注）その他に含まれる草種は，アゼナ類等の一年生広葉雑草，タマガヤツリ，ハリイ等。
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また，除草作業は7日間隔で行うと仮定し，天候等の影

響を考慮し，作業可能日数率を 85.3％とした。

結果および考察

(1) 除草効果

機械除草区における収穫期の全残草量は無処理区対比

26. 1%，乾物重80.4g/rriであった（第2表）。除草剤効

果試験の評価法では「中」の効果にあたり，十分な除草

効果とは言えなかった。草種別に見ると，ノビエの残草

量が多く，乾物重で69.6g /rri'であり，全残草量の約85%

であった。これは，深水管理などの耕種的除草を組み合

わせなかったためと考えられる。

2007年は収穫期の残草量が乾物重49.9g / rri, 無処理

区対比 15.1%,2008年は，乾物重が 19.Og I m,無処理
区対比6.5％であった。この残草量は，除草剤効果試験

の評価法では， 2007年が「大」， 2008年が「極大」の効

果であり，十分な除草効果が得られたと考えられる。

2007年， 2008年は，機械除草に，荒代から植代までの期

間を 14日とした 2回代かきと水深 10cm程度の深水管理

を機械除草に組み合わせ，ノビエヘの除草効果が高まり，

全体の除草効果が高まったものと考えられる。しかし，

第3表 除草機の影響による欠株率

圃場の部位 欠株率（％） 面積比率(%)

直進部分 1.4 94.0 

枕地 37.1 6.0 

圃場全体 3.5 100 

注）面積比率は30a区画圃場 (30mX 100m)を想定し，算出。

2006年には残草しなかったコナギの発生が確認され，機

械除草を行っても残草が確認された。

いずれの試験においても，クログワイやシズイなどの

多年生雑草の発生が見られず，これらの草種への効果は

評価できなかった。

(2)水稲の生育への影響

除草機が水稲の生育に与える影響としては，①車輪に

よる踏みつけや，田車やタインに巻き込まれることによ

る欠株の発生と，②除草作業のストレスによる生育抑制

が考えられる。

2008年の結果では，除草作業による欠株の発生は，直

進作業部分では欠株率 1.4％と低く，収量への影響はほ

とんど無いと思われたが，枕地では 37.1％の欠株率と

なった（第3表）。これは，車輪が稲株を踏みつけたこ

とと，車輪の通過によって傾いた稲株が，枕地の処理時

に田車に巻き込まれたことが原因であると考えられた。

水稲の生育については，機械除草区では分げつの発生

が抑制され，茎数が慣行区より少なく経過し，穂数も少

なくなった（第4表）。その原因としては，生育初期か

ら固定式タインが稲株に接触しながら除草したことと，

初期から深水管理を行ったことが考えられる。これによ

りrri当たり籾数が減少し，収鼠が5％程度少なくなった

（第5表）。

(3)作業能率および経済性評価

実測した作業時間から作業能率を算出すると，平均で

0. 25hr / 10aであり， 40a/hrの圃場作業が可能であった。

この作業能率で， 7日間隔で使用すると仮定した場合，

作業可能面積は 15.3haとなる（第6表）。

本機種を走行部分と除草部分をあわせて購入し，年4

第4表 水稲の生育調査結果

試験年次 試験区
7月上旬 7月下旬 成熟期

草丈(cm) 茎数（本／m2) 草丈(cm) 茎数（本／m'） 秤長(cm) 穂長(cm) 穂数（本／m)

2007 
機械除草区 49.6 537 (90) 62.2 511 (88) 80.4 17.5 407 (89) 

慣行区 53.2 595 66.9 584 82.7 18.3 458 

機械除草区 46.9 552 (89) 69.2 
2008 

504 (89) 78.1 17.7 399 (95) 

慣行区 44.8 620 67.6 566 78.5 18.7 418 

注1)7月上旬の調査日は， 2007年が7月5日， 2008年は7月7H。
注2)7月下旬の調査日は， 2007年が7月25日， 2008年は7月23日。

第5表 水稲の収量および収量構成要素

試験年次 試験区
精玄米重 穂数 一穂籾数 m籾数 登熟歩合 千粒爪

検査等級
(kg I 10a) （本／rr/) （粒） （千粒／m） （％） (g) 

2007 
機械除草区 593 (94) 407 67.0 27.2 94.5 22.9 l上

慣行区 631 458 62.2 28.5 94.5 24.1 l上

2008 
機械除草区 497 (96) 397 58.3 23.0 93.6 22.7 ］中

慣行区 520 418 58.8 24.6 95.5 23.9 ］中

注）精玄米重，千粒重は 1.9mm調整，水分 15％換算。



臼井ら：水稲栽培における固定式タイン型除草機の除草効果 41 

第6表 除草機の作業能率

作業名 (hr I 10a) 

除草

旋回・移動

調整
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ほ場作業量 (lOa/ hr) 

1日作業時間 (hr)

実作業率（％）

作業日数（日）

作業可能日数率（％）

作業可能時間 (hr)

作業可能面積 (ha)

注） 30a区画 (30mX 100m)を想定。
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第2図 経営規模別の除草機利用経費の試算

除草法

第7表 除草機の利用経費の試算

機械費 10a当たり 費用合計（円）

購入価格年償却費 作業時間 昂力イ只ヨ 燃料費 農薬費
1 ha利用 5 ha利用 15ha利用

（円） （円） (hr) （円） （円） （円）

2,788,200 398,314 409,844 455,964 571,264 
1.03 706 447 

758,200 108,314 119,844 165,964 281,264 

機械除草

アタッチメントのみ

除草剤 0.13 88 2,760 28,480 142,400 427,200 

注l)除草機4回利用，耐用年数7年，労賃685円／hr,燃費3.11/hr,ガソリン単価 140円／l。

注2)慣行栽培の経費は「生産技術体系」及び「営農計画作成支援シート」利用マニュアル（岩手県農業研究センター2006)

より算出。

回除草作業を実施したと仮定して，機械除草にかかる経

費を試算すると，固定費は398,314円，変動費は 1,153円

/!Oaとなる。 1ha利用では409,844円 (lOaあたり 40,984

円）， 5ha利用では455,964円 (lOaあたり 9,119円），

15ha利用では571,264円 (lOaあたり 3,808円）となる

（第7表）。いずれの場合でも除草剤を利用した慣行栽

培よりコスト高となる。

しかし，本機種の除草アタッチメントは，乗用型のM

社製田植機に装着が可能である。除草アタッチメントの

みを購人し，既存の田植機に装着するとした場合を試算

すると，固定費が108,314円となることから， 6.4ha以上

の利用で，除草にかかる経費が慣行栽培より低くなる

（第2図）。

おわりに

本試験では，固定式タイン型除草機の効果について検

討するため，慣行栽培の中で評価を行ったが，有機栽培

圃場においては，土壌が軟弱化しているため機械除草に

よる損傷が大きくなるとの報告（荒川ら 2007)があり，

有機栽培圃場での実証が必要と考えられる。

機械除草だけではなく， 2回代かきや深水管理と組み

合わせることで，除草効果が高まった。除草剤を使わな

い栽培を行う上では，一つの手段だけに頼るのではなく，

複数の技術を組み合わせた総合的な管理技術が必要と思

われる。

また，機械除草を行うことで，慣行栽培よりも茎数が

少なくなり，収量が5％程度減少しており，収量確保は，

本技術の大きな課題の一つと考えられる。除草効果と収

量の確保を両立できる，作業条件や栽培条件を検討する

必要がある。
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